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国立大学法人鹿屋体育大学 第４期中期目標・中期計画 

中 期 目 標 中 期 計 画 

（前文）法人の基本的な目標 

国立大学法人鹿屋体育大学は、国立唯一の体育大学であるという特徴

を余すことなく活かし、スポーツ・武道及び体育・健康づくり・競技力

向上において、他の大学ではなしえない取り組みに挑戦し続ける。 

そのために、研究活動で様々な知見を獲得し、得られた知見を教育に

より学生に伝え、社会で活躍できる人材として輩出すると同時に、得ら

れた知見を社会に対し積極的に発信するほか、社会からの多様な要請に

応えるべく本学の英知を結集し、社会の発展のために貢献する。 

以上のことを実現するため、これまで培ってきた大学の成果も踏ま

え、第４期中期目標・中期計画の基本的な方針を以下に示す。 

１．教育に関する目標 

学部：スポーツ・武道及び体育・健康づくり・競技力向上における

研究成果に基づいた教育を通じて、国民のスポーツ、健康及

び武道を適切に指導し得る専門的な知識と実践力を有し、市

民性・国際性を備えた有為な人材を養成する。 

大学院：国民のニーズに応じた適切なスポーツ・武道及び身体運動の

指導やマネジメント及びプログラム開発、トップアスリート

に対する科学的なトレーニングの指導やメニュー開発ができ

る能力を備えた高度専門職業人として、国内及び国際社会で

活躍できる中核的な役割を担う人材を養成する。 

２．研究に関する目標 

スポーツ・武道及び体育・健康づくり・競技力向上において、本

学の基礎的・応用的・実践的領域での研究を推進する。 

また、幅広い学問領域からなるスポーツ科学をはじめ、領域を超

えた学際的な研究を推進する。 

さらに、スポーツ・武道及び体育・健康づくり・競技力向上にお

けるこれまでの研究実績を活かし、産学官連携による研究を開拓・

推進する。 

これらの研究を組織的に支援する体制の整備・充実に取り組む。 
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３．地域貢献・社会貢献に関する目標 

教育研究の成果を積極的に広く情報発信するとともに、開かれた

大学として生涯学習の機会を提供し、教育研究資源の開放を行うと

ともに、社会との多様な連携を推進し、身体運動による健康づくり

とスポーツ・武道文化の振興・発展に貢献する。 

 

４．その他目標 

日本のスポーツ・武道文化の教育及びスポーツ実践やスポーツ科

学研究等を通じて、海外の指導者や研究者との積極的な交流を推進

する。 

◆ 中期目標の期間 

中期目標の期間は、令和４年４月１日～令和10年３月31日までの６

年間とする。 

 

 

Ⅰ 教育研究の質の向上に関する事項 
 

１ 社会との共創  

 
（１）我が国の持続的な発展を志向し、目指すべき社会を見据え

つつ、創出される膨大な知的資産が有する潜在的可能性を見
極め、その価値を社会に対して積極的に発信することで社会
からの人的・財政的投資を呼び込み、教育研究を高度化する
好循環システムを構築する。③ 

 
 

Ⅰ 教育研究の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置  

 

１ 社会との共創に関する目標を達成するための措置   

 

【１】高度で良質な実践的指導者の育成を目的として、既存の学内共同教育研究施

設（センター）の一部を再編し、スポーツイノベーションやヘルスプロモー

ション等を行う部門で構成されるリサーチアドミニストレーション的要素を

持つ機構を設置し、アスリートの育成や様々なライフステージに合わせた体

力・健康増進に関わるプロジェクトを行い、それらのプロジェクトで得られ

た知見に基づいて、体育・スポーツ分野における運動実践の指導モデルを構

築し、その成果を広く社会に還元する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価指標 ①学内共同教育研究施設（センター）の機能的集合体とし

て、リサーチアドミニストレーション的要素を持つ組織を

令和５年度までに設置する。 

②スポーツ・武道や身体活動により創出される知的資産を 

活用した、産学官連携プロジェクトを実施する。 

２ 教育 

 

（２）国や社会、それを取り巻く国際社会の変化に応じて、求めら

れる人材を育成するため、柔軟かつ機動的に教育プログラム

や教育研究組織の改編・整備を推進することにより、需要と

供給のマッチングを図る。④ 

 

２ 教育に関する目標を達成するための措置 

 

【２】スポーツ・武道、体育・健康づくり・競技力向上において、社会が求める人

材の変化に対応するため、専門的な教育プログラムの整備、高度な人材養成

が可能となる準教育プログラムの開設や教育研究組織の整備を行い、社会が

求める人材養成を行う。 
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（３）特定の専攻分野を通じて課題を設定して探究するという基本

的な思考の枠組みを身に付けさせるとともに、視野を広げる

ために他分野の知見にも触れることで、幅広い教養も身に付

けた人材を養成する。（学士課程）⑥ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）研究者養成の第一段階として必要な研究能力を備えた人材を

養成する。高度の専門的な職業を担う人材を育成する課程に

おいては、産業界等の社会で必要とされる実践的な能力を備

えた人材を養成する。（修士課程）⑦ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【３】学士課程教育の高度化を図るため、GPA、汎用的能力テスト（PROG)に加え、 

本学独自のスポーツ指導者基礎力テスト（SCCOT）など、学修成果を評価指標

として活用し、ゼミナール教育・卒業研究により課題設定・解決力等をより 

一層高め、課題を設定して探究するという基本的な思考の枠組みを身に付け 

させる。また、幅広い教養を身に付けた人材を養成するために、他大学等 

とも連携した授業展開を通じて教養教育科目の多様化を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【４】研究者養成の第一段階として必要な研究能力を測るため、学修成果の可視化 

を行う。また、スポーツ・武道、体育・健康づくり・競技力向上の分野に 

おける多様なニーズに対応できる実践的な能力を備えた人材を養成するため、

大学院教育（修士課程）に関する外部評価の結果を踏まえた教育課程の改訂 

を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価指標 ①教育プログラムの改編を令和６年度までに行う。 

②学生が身に付けた資質・能力に対する就職先企業からの満

足度を測るための評価基準を令和５年度までに作成する。 

③企業からの満足度の平均を第４期中期目標期間の最終年度

までに基準値60点の10％増にする。 

評価指標 

 

①卒業研究・ゼミナールの学修課題や評価基準を令和５年度

までにより明確にする。 

②体育学部の卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリ

シー）で目指す12の資質・能力に関する学修成果をGP 

(グレード・ポイント)や汎用的能力テスト（PROGテスト）

等により評価し、学修成果を評価基準作成時から第４期 

中期目標期間の最終年度までに10％増とする。 

評価指標 ①大学院連携プログラムを含む大学院教育（修士課程）に 

関する外部評価を、令和５年度までに実施する。 

②令和７年度までに、修士課程の教育課程改訂を実施する。 

③修士課程の卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリ

シー）で目指す資質・能力に関する学修成果を測るための

新たな評価基準を令和７年度までに作成する。 

④修士課程の学修成果を評価基準作成時から第４期中期目標

期間の最終年度までに10％増とする。 
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（５）深い専門性の涵養や、異なる分野の研究者との協働等を通じ

て、研究者としての幅広い素養を身に付けさせるとともに、

独立した研究者として自らの意思で研究を遂行できる能力を

育成することで、アカデミアのみならず産業界等、社会の多

様な方面で求められ、活躍できる人材を養成する。 

（博士課程）⑧ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）データ駆動型社会への移行など産業界や地域社会等の変化に

応じて、社会人向けの新たな教育プログラムを機動的に構築

し、数理・データサイエンス・AI など新たなリテラシーを身

に付けた人材や、既存知識をリバイズした付加価値のある人

材を養成することで、社会人のキャリアアップを支援する。

⑪ 

 

 

 

 

【５】研究者として幅広い素養を身に付けさせるため、学修成果の可視化や大学院 

教育（博士後期課程）に関する外部評価結果を活用し、学修成果を向上させ

る。また、独立した研究ができる資質・能力や社会の多様な方面で求められ、

活躍できる人材を養成するため、大学院教育（博士後期課程）に関する外部 

評価の結果を踏まえた教育課程の改訂を実施する。 

 

 

  

【６】体育・スポーツ・武道に興味や関心を持つ社会人が、数理・データサイエン

スを含む新たな知識・技能を学ぶことや、蓄えた経験知を整理・分析する 

リカレント教育プログラムを構築し、運用する。 

（SDGｓ④「質の高い教育をみんなに」） 

 

 

 

 

 

 

評価指標 ①大学院連携プログラムを含む大学院教育（博士課程）に 

関する外部評価を、令和５年度までに実施する。 

②令和７年度までに、博士課程の教育課程改訂を実施する。 

③博士課程の卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリ

シー）で目指す資質・能力に関する学修成果を測るための

新たな評価基準を令和７年度までに作成する。 

④博士課程の学修成果を評価基準作成時から第４期中期目標

期間の最終年度までに10％増とする。 

評価指標 ①令和５年度までに、リカレント教育プログラムを３コース

以上開設する。 

②第４期中期目標期間中に、受講者総数を100人以上とする。 

３ 研究  

  

（７）真理の探究、基本原理の解明や新たな発見を目指した基礎研

究と個々の研究者の内在的動機に基づいて行われる学術研究

の卓越性と多様性を強化する。併せて、時代の変化に依ら

ず、継承・発展すべき学問分野に対して必要な資源を確保 

する。⑭ 

 

 

 

 

３ 研究に関する目標を達成するための措置 

 

【７】学長のリーダーシップの下、本学の研究環境を活かした基礎研究・学術研究

の卓越性と多様性を高めるため、競技力向上・健康増進・若手研究者支援等

の戦略的研究プロジェクトを推進する。 

 

評価指標 ①基礎研究の支援やスタートアップ研究の支援を行うプロジ

ェクトを令和５年度までに設置する。 

②基礎研究の支援やスタートアップ研究の支援を行うプロジ

ェクトの採択数の合計を第４期中期目標期間平均で全研究

者数の10％以上にする。 



法人番号：81    

- 5 - 
 

 

 

（８）地域から地球規模に至る社会課題を解決し、より良い社会の

実現に寄与するため、研究により得られた科学的理論や基礎

的知見の現実社会での実践に向けた研究開発を進め、社会変

革につながるイノベーションの創出を目指す。⑮ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【８】国内外の大学や研究機関、産業界等との組織的連携、施設の共同利用、共同

研究の推進を可能にするシステムを構築し、最先端のスポーツ科学を駆使し

た研究及び現実社会での実践に向けた研究を推進するとともに、社会支援の

ために積極的な情報発信を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【９】学内の共同研究体制を強化し、スポーツにおける実践活動・競技力向上に 

直接寄与するスポーツパフォーマンス研究を実施するとともに、研究成果を

もとにしたアスリートサポートを行う。 

 

 

 

 

 

 

 

評価指標 ①学内共同教育研究施設（センター）の機能的集合体とし

て、リサーチアドミニストレーション的要素を持つ組織を

令和５年度までに設置する。【再掲】 

②共同研究・受託研究の受入件数を第３期中期目標期間平均

と比較し、第４期中期目標期間平均で10％増とする。 

③研究成果として、本学全体での査読付き学術論文数を第３

期中期目標期間平均と比較し、第４期中期目標期間平均で

15％増とする。 

④研究成果として、国際学術論文数を第３期中期目標期間 

平均と比較し、第４期中期目標期間平均で10％増とする。 

⑤学内研究を可視化するとともに、研究成果を積極的に情報

発信する。 

評価指標 ①スポーツパフォーマンスに関する実践的研究論文数を第３

期中期目標期間平均と比較し、第４期中期目標期間平均で

20％増とする。 

②スポーツパフォーマンス研究の成果をもとにしたトップア

スリートの科学サポートの件数を第３期中期目標期間平均

（東京オリンピック・パラリンピック開催期）と同レベル

で実施する。 
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【１０】地方自治体等との連携を強め、将来的に地域のコホート研究を推進する体制

を整備するとともに、地域の健康づくり・体力づくりの知の拠点を目指すた

めに、健康づくり・介護予防に関わる研究プロジェクトを実施する。 

（SDGｓ③「すべての人に健康と福祉を」） 

 

 

 

 

【１１】健康を維持増進する取組を推進するために、超高齢社会の課題解決・健康

寿命延伸に向け、実践的研究による検証を踏まえ、運動プログラムを開発

し、地域スポーツの多様なプラットフォームにおいて、スポーツ活動等に 

関する支援を行う。 

（SDGｓ③「すべての人に健康と福祉を」） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価指標 ①地方自治体と連携して、市民の健康・体力データを縦断的

に蓄積し、ビッグデータを管理できる仕組みを第４期中期

目標期間中に整備する。  

②健康づくり・介護予防に関わる研究プロジェクトによる 

測定者数を、第３期中期目標期間実績数と比較し、第４期

中期目標期間実績で40％増とする。 

③健康づくりや生涯スポーツに関する実践的研究論文数を 

第３期中期目標期間平均と比較し、第４期中期目標期間 

平均で20％増とする。 

評価指標 ①運動プログラムを令和６年度までに開発する。 

②運動プログラムの指導者数を第３期中期目標期間平均と

比較し、第４期中期目標期間平均（令和６年度以降）で

10％増とする。 
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４  その他社会との共創、教育、研究に関する重要事項 

 

 

（９）国内外の大学や研究所、産業界等との組織的な連携や個々の

大学の枠を超えた共同利用・共同研究、教育関係共同利用等

を推進することにより、自らが有する教育研究インフラの高

度化や、単独の大学では有し得ない人的・物的資源の共有・

融合による機能の強化・拡張を図る。⑱ 

 

 

 

 

 

 

 

４ その他社会との共創、教育、研究に関する重要事項に関する目標を達成するための

措置 

 

【１２】本学の特色ある研究施設や競技施設の社会基盤を活かし、国内外の大学、 

地域等他機関との積極的な連携体制を構築する。また、大学スポーツを 

通じた地域を活性化する取組を推進し、健康増進、生涯スポーツ振興、 

競技力向上に貢献することで機能の強化・拡張を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価指標 ①受託研究・共同研究・受託事業の受入件数の合計を、第３

期中期目標期間平均と比較し、第４期中期目標期間平均で

20％増とする。 

②大学スポーツを通じた地域を活性化する取組を中心に地域

連携によるスポーツ交流人口を、第３期中期目標期間と 

比較し、第４期中期目標期間で40％増とする。 

③学内研究を可視化するとともに、研究成果を積極的に 

情報発信する。【再掲】 

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 

 

（１０）内部統制機能を実質化させるための措置や外部の知見を法

人経営に生かすための仕組みの構築、学内外の専門的知見

を有する者の法人経営への参画の推進等により、学長のリ

ーダーシップのもとで、強靭なガバナンス体制を構築す

る。㉑ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

 

【１３】内部統制システムを実質化するため、各内部統制責任者が委任業務に係る

リスク評価等を定期的に実施し、役員会に報告する仕組みを強化する。 

また、透明性のある法人経営を行うために、学長選考・監察会議や監事に 

よるチェック機能を活用し、法人経営の改善を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【１４】外部の知見を法人経営に生かすために、経営協議会の学外委員等を委員 

とした法人経営の改善に関する意見交換会を設置する。 

また、意見交換会で出された意見等を生かすシステムを構築し、実質的な

法人経営の改善に繋げる。更に、研修等により大学として法人経営の改善

に寄与できる人材の育成を計画的に行う。 

 

評価指標 ①内部統制に係る役員会での審議・報告等の内容を公表する。

②学長選考・監察会議における学長の業務執行状況を確認し、

確認プロセス及び結果を公表する。 

③監事監査における指摘・意見等に基づく法人経営等の改善

及びその内容を公表する。 
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（１１）大学の機能を最大限発揮するための基盤となる施設及び設

備について、保有資産を最大限活用するとともに、全学

的なマネジメントによる戦略的な整備・共用を進め、地

域・社会・世界に一層貢献していくための機能強化を図

る。㉒ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【１５】施設の効率的な運用を図るため、体育系大学の特性を踏まえた施設の有効

活用を推進する。 

 

 

 

 

 

【１６】施設の計画的かつ重点的な整備を図るため、施設整備計画に基づき、良好

な教育研究環境や体育系大学の特性を踏まえた安全性に配慮した適切な維持

管理を実施する。 

 

 

 

 

 

 

評価指標 ①法人経営の改善に関する意見交換会を設置する。 

②検討事項等に対応する継続的な改善システムを構築する。

③法人経営を円滑に支援できる人材を研修等により計画的

に育成し、学外委員からの意見を法人経営の改善に効果

的・効率的に繋げられるようにする。 

評価指標 ①施設利用者数を第３期中期目標期間平均と比較し、第４

期中期目標期間平均で20％増とする。 

評価指標 ①経年20年以上の施設について、性能維持改修を実施する。
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Ⅲ 財務内容の改善に関する事項 

 

（１２）公的資金のほか、寄附金や産業界からの資金等の受入れを

進めるとともに、適切なリスク管理のもとでの効率的な

資産運用や、保有資産の積極的な活用、研究成果の活用

促進のための出資等を通じて、財源の多元化を進め、安

定的な財務基盤の確立を目指す。併せて、目指す機能強

化の方向性を見据え、その機能を最大限発揮するため、

学内の資源配分の最適化を進める。㉓ 

 

 

Ⅲ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置 

 

【１７】自律的な大学経営の実現に向けて、民間資金や保有資産の活用等により、 

財源の多元化を進めるとともに、安定的な財務基盤の確立を目指す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【１８】本学のミッションの実現に向け、さらに戦略的な法人経営を行うため、 

学内の予算編成方針等の見直し、学長裁量経費による戦略的な予算編成・ 

配分や一般管理費の見直し等により、学内資源の最適化を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価指標 ①共同研究・受託研究の合計受入額を第３期中期目標期間 

平均と比較し、第４期中期目標期間平均で10％増とする。 

②学内施設等を活用して得られた自己収入額を第３期中期 

目標期間の最終年度と第４期中期目標期間の最終年度比で

20％増とする。 

評価指標 ①学長裁量経費の配分額を、第３期中期目標期間の平均と 

比較し、第４期中期目標期間の最終年度までに10％増と 

する。 

②一般管理費の配分額を、第３期中期目標期間の平均と 

比較し、第４期中期目標期間の最終年度までに５％減と 

する。 

Ⅳ 教育及び研究並びに組織及び運営の状況について自ら行う点検及び

評価並びに当該状況に係る情報の提供に関する事項 

 

（１３）外部の意見を取り入れつつ、客観的なデータに基づいて、

自己点検・評価の結果を可視化するとともに、それを用

いたエビデンスベースの法人経営を実現する。併せて、

経営方針や計画、その進捗状況、自己点検・評価の結果

等に留まらず、教育研究の成果と社会発展への貢献等を

含めて、ステークホルダーに積極的に情報発信を行うと

ともに、双方向の対話を通じて法人経営に対する理解・

支持を獲得する。㉔ 

 

 

Ⅳ  教育及び研究並びに組織及び運営の状況について自ら行う点検及び評価並びに当該状

況に係る情報の提供に関する目標を達成するためにとるべき措置 

 

【１９】エビデンスベースの法人経営を実現するため、エビデンスに基づく施策立案

の体制を整備するとともに、IR（Institutional Research）データを活用し

た自己点検・評価を毎年度実施し、その結果を公式Webサイトに公表する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価指標 ①エビデンスに基づく施策立案のための体制（学長を議長と 

する運営企画会議を中心に、IR組織及び学内の各常任委員 

会等と連携した全学的な体制）を令和５年度までに整備 

する。 

②自己点検・評価を毎年度実施し、その結果を、公式Web 

サイトに公表する。 
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【２０】本学の法人経営に対する理解と支持を獲得する取組を推進し、ステークホ

ルダーへ積極的に情報を発信する。 

 

 

 

 

評価指標 ①ステークホルダーからの意見をアンケート等により毎年度

聴取し、その結果の分析・活用状況を情報発信する。 

Ⅴ その他業務運営に関する重要事項 

 

（１４）AI・RPA（Robotic Process Automation） をはじめとした

デジタル技術の活用や、マイナンバーカードの活用等に

より、業務全般の継続性の確保と併せて、機能を高度化

するとともに、事務システムの効率化や情報セキュリテ

ィ確保の観点を含め、必要な業務運営体制を整備し、デ

ジタル・キャンパスを推進する。㉕ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅴ その他業務運営に関する重要事項に関する目標を達成するためにとるべき措置 

 

【２１】オンライン授業や新しい生活様式等に対応可能な情報基盤を整備するとと

もに、デジタル技術を活用し、学内の各種業務のデジタル化を推進する。 

また、鹿屋体育大学サイバーセキュリティ対策等基本計画に基づき、 

情報セキュリティ対策を総合的に推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価指標 ①オンライン授業、新しい生活様式等を考慮した学術情報 

基盤システムの更新を第４期中期目標期間中に実施する。

②オンライン授業や新しい生活様式等への対応状況を令和 

７年度までに検証する。検証後は、検証結果を取組の 

推進または継続に活用する。 

③各種業務のデジタル化推進状況を令和８年度までに検証

する。検証後は、検証結果を取組の推進または継続に 

活用する。 

④サイバーセキュリティ対策等推進実施計画を毎年度作成

し、計画に沿って情報セキュリティ対策を実施する。 
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 Ⅵ 予算（人件費の見積りを含む）、収支計画及び資金計画 

別紙参照 

 

Ⅶ 短期借入金の限度額 

１ 短期借入金の限度額 

３．４億円 

 

２ 想定される理由 

運営費交付金の受け入れ遅延及び事故の発生等により緊急に必要となる対策費とし

て借り入れることが想定されるため。 

 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

計画の予定なし 

 

Ⅸ 剰余金の使途 

 毎事業年度の決算において剰余金が発生した場合は、その全部又は一部を、文部科

学大臣の承認を受けて、教育研究の質の向上及び業務運営の改善に充てる。 

 

Ⅹ その他 

１．施設・設備に関する計画 

施設・設備の内容 予定額(百万円)  

（白水）体育館改修 

 

 

小規模改修 

総額    

 

  ５１４ 

施設整備費補助金 （ ４１２ ） 

船舶建造費補助金 （   － ） 

長期借入金    （   ０ ） 

(独)大学改革支援・学位授与機構 

施設費交付金   （ １０２ ） 

（注１）施設・設備の内容、金額については見込みであり、中期目標を達成するために必

要な業務の実施状況等を勘案した施設・設備の整備や老朽度合等を勘案した施設・設

備の改修等が追加されることもある。 

（注２）小規模改修について令和４年度以降は令和３年度同額として試算している。 

なお、各事業年度の施設整備費補助金、船舶建造費補助金、（独）大学改革支援・

学位授与機構施設費交付金、長期借入金については、事業の進展等により所要額の変

動が予想されるため、具体的な額については、各事業年度の予算編成過程等において

決定される。 
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２．人事に関する計画 

本学のミッション遂行のため策定した人事マネジメント方針に基づき、若手、女

性、外国人等の多様な人材の確保、年俸制の導入、他機関との人事交流等により、

戦略的な人員配置を行う。 

 

 

３.コンプライアンスに関する計画  

① 教職員及び学生への啓発・研修等のハラスメント防止対策を推進し、ハラスメン

トのない快適な教育研究・職場環境を確保する。 

② 教職員に対して、不正経理の防止を含む予算の適切な執行や個人情報の適正な管

理を徹底するとともに、内部監査により実施状況を確認する。 

③ 契約事務に関する適正性や透明性・競争性の確保についての点検等を実施し、 

契約の適正化を推進するとともに、資産の管理状況についても再点検を行う。 

④公正な研究活動や研究費の執行を推進するために、随時、不正行為に関する規則

等の見直しを行い、「公的研究費使用の手引き」等に不正防止に関する内容を充

実させる。また、不正行為の防止や研究倫理の向上を図るための研修会等を毎年

度実施する。 

 

４.安全管理に関する計画  

教職員及び学生の安全と健康の意識を向上させるため、労働安全関係法令に基づく

安全衛生点検を実施し、学内の安全確保や教職員及び学生の健康管理に取り組む。 

 

５．中期目標期間を超える債務負担 

該当なし 

 

６．積立金の使途 

前中期目標期間繰越積立金については、以下の事業の財源に充てる。 

・ 総合体育館体操練習室等空調設備取設工事の一部 

・ 屋内実験プール空調設備取設工事の一部 

・ その他教育、研究等に係る業務及びその附帯業務 

 

７．マイナンバーカードの普及促進に関する計画 

マイナンバーカードの普及促進のため、学生に対しては、年度初めのガイダンス

や学内掲示板等において、教職員に対しては、採用時の説明会や定期的なメール配

信等において、マイナンバーカードに関する周知を行う。 

 

 

 



法人番号：81    

- 13 - 
 

 

 別表 学部、研究科等及び収容定員 

 

学部 

体育学部 ７２０人 

 

（収容定員の総数） 

７２０人 

 

研究科等 

体育学研究科 ６０人 

 

（収容定員の総数） 

修士課程 ３６人 

博士後期課程 １８人 

後期３年の課程のみの博士課程  ６人 
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 別紙 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

 

１．予算  

 

令和４年度～令和９年度 予算 

（単位：百万円） 

区分 金額 

 

収入 

運営費交付金 

施設整備費補助金 

船舶建造費補助金 

大学改革支援・学位授与機構施設費交付金 

自己収入 

  授業料及び入学料検定料収入 

  附属病院収入 

  財産処分収入 

  雑収入 

産学連携等研究収入及び寄附金収入等 

長期借入金収入 

 

計 

 

 

８，０８３ 

４１２ 

０ 

１０２ 

３，３３２ 

３，０７８ 

０ 

０ 

２５４ 

６８０ 

０ 

 

１２，６０９ 

 

支出 

業務費 

教育研究経費 

診療経費 

施設整備費 

船舶建造費 

産学連携等研究経費及び寄附金事業費等 

長期借入金償還金 

 

計 

 

 

１１，４１５ 

１１，４１５ 

０ 

５１４ 

０ 

６８０ 

０ 

 

１２，６０９ 

 

[人件費の見積り] 

   中期目標期間中総額７，４７４百万円を支出する。（退職手当は除く。） 

注）人件費の見積りについては、令和５年度以降は令和４年度の人件費見積り額を踏まえ

試算している。 
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注）退職手当については、国立大学法人鹿屋体育大学役員退職手当規則及び国立大学法人

鹿屋体育大学職員退職手当規則に基づいて支給することとするが、運営費交付金として

措置される額については、各事業年度の予算編成過程において国家公務員退職手当法に

準じて算定される。 

注）組織設置に伴う学年進行の影響は考慮していない。 

 

 

[運営費交付金の算定方法] 

○ 毎事業年度に交付する運営費交付金は、以下の事業区分に基づき、それぞれに対応した

数式により算定して決定する。 

 

Ⅰ〔基幹運営費交付金対象事業費〕 

①「教育研究等基幹経費」：以下の事項にかかる金額の総額。Ｄ（ｙ－１）は直前の事

業年度におけるＤ（ｙ）。 

・  学部・大学院の教育研究に必要な教職員のうち、設置基準に基づく教員にかかる

給与費相当額及び教育研究経費相当額。 

・  学長（機構長）裁量経費。 

②「その他教育研究経費」：以下の事項にかかる金額の総額。Ｅ（ｙ－１）は直前の事

業年度におけるＥ（ｙ）。 

・  学部・大学院の教育研究に必要な教職員（①にかかる者を除く。）の人件費相当額

及び教育研究経費。 

・  附属施設等の運営に必要となる教職員の人件費相当額及び事業経費。 

・  法人の管理運営に必要な職員（役員を含む）の人件費相当額及び管理運営経費。 

・  教育研究等を実施するための基盤となる施設の維持保全に必要となる経費。 

  ③「ミッション実現加速化経費」：ミッション実現加速化経費として、当該事業年度に

おいて措置する経費。 

 

 〔基幹運営費交付金対象収入〕 

  ④「基準学生納付金収入」：当該事業年度における入学定員数に入学料標準額を乗じた

額及び収容定員数に授業料標準額を乗じた額の総額。（令和４年度入学料免除率で算

出される免除相当額については除外。） 

 ⑤「その他収入」：検定料収入、入学料収入（入学定員超過分等）、授業料収入（収容

定員超過分等）及び雑収入。令和４年度予算額を基準とし、第４期中期目標期間中は

同額。 

 

Ⅱ〔特殊要因運営費交付金対象事業費〕 

  ⑥「特殊要因経費」：特殊要因経費として、当該事業年度において措置する経費。 
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         運営費交付金 ＝ Ａ（ｙ）＋ Ｂ（ｙ）            

 

１．毎事業年度の基幹運営費交付金は、以下の数式により算定する。 

  Ａ（ｙ）＝ Ｄ（ｙ）＋ Ｅ（ｙ）＋ Ｆ（ｙ）－ Ｇ（ｙ） 

 

 （１）Ｄ（ｙ）＝ Ｄ（ｙ－１）× β（係数） 

 （２）Ｅ（ｙ）＝｛Ｅ（ｙ－１）× α（係数）｝× β（係数）± Ｓ（ｙ）± Ｔ（ｙ） 

         ± Ｕ（ｙ） 

 （３）Ｆ（ｙ）＝ Ｆ（ｙ） 

 （４）Ｇ（ｙ）＝ Ｇ（ｙ） 

-------------------------------------------------------------------------------- 

  Ｄ（ｙ）：教育研究等基幹経費（①）を対象。 

  Ｅ（ｙ）：その他教育研究経費（②）を対象。 

  Ｆ（ｙ）：ミッション実現加速化経費（③）を対象。なお、本経費には各国立大学法人

の新たな活動展開を含めたミッションの実現の更なる加速のために必要と

なる経費を含み、当該経費は各事業年度の予算編成過程において当該事業年

度における具体的な額を決定する。 

  Ｇ（ｙ）：基準学生納付金収入（④）、その他収入（⑤）を対象。 

  Ｓ（ｙ）：政策課題等対応補正額 

       新たな政策課題等に対応するための補正額。 

各事業年度の予算編成過程において当該事業年度における具体的な額を決

定する。 

  Ｔ（ｙ）：教育研究組織調整額 

        学部・大学院等の組織整備に対応するための調整額。 

       各事業年度の予算編成過程において当該事業年度における具体的な調整額

を決定する。 

  Ｕ（ｙ）：成果を中心とする実績状況に基づく配分 

        各国立大学法人の教育研究活動の実績、成果等を客観的に評価し、その結果

に基づき配分する部分。 

        各事業年度の予算編成過程において当該事業年度における具体的な調整額

を決定する。 

 

２．毎事業年度の特殊要因運営費交付金は、以下の数式により算定する。 

  Ｂ（ｙ）＝ Ｈ（ｙ） 

--------------------------------------------------------------------------------- 

  Ｈ（ｙ）：特殊要因経費（⑥）を対象。なお、本経費には新たな政策課題等に対応する

ために必要となる経費を含み、当該経費は各事業年度の予算編成過程におい

て当該事業年度における具体的な額を決定する。 
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 【諸係数】 

α（アルファ）：ミッション実現加速化係数。△1％とする。 

               第４期中期目標期間中に各国立大学法人が蓄積してきた知的資源を活用

して社会変革や地域の課題解決に繋げることを通じ、各法人の意識改革を

促すための係数。 

β（ ベ ー タ ）：教育研究政策係数。 

物価動向等の社会経済情勢等及び教育研究上の必要性を総合的に勘案し

て必要に応じ運用するための係数。 

各事業年度の予算編成過程において当該事業年度における具体的な係数

値を決定する。 

 

注）中期計画における運営費交付金は上記算定方法に基づき、一定の仮定の下に試算された

ものであり、各事業年度の運営費交付金については、予算編成過程において決定される。 

なお、運営費交付金で措置される「ミッション実現加速化経費」及び「特殊要因経費」

については、令和５年度以降は令和４年度と同額として試算しているが、教育研究の進展

等により所要額の変動が予想されるため、具体的な額については、各事業年度の予算編成

過程において決定される。 

注）施設整備費補助金、船舶建造費補助金、大学改革支援・学位授与機構施設費交付金及び

長期借入金収入は、「施設・設備に関する計画」に記載した額を計上している。 

注）自己収入並びに産学連携等研究収入及び寄附金収入等については、令和４年度の受入見

込額により試算した収入予定額を計上している。 

 

注）業務費、施設整備費及び船舶建造費については、中期目標期間中の事業計画に基づき試

算した支出予定額を計上している。 

注）産学連携等研究経費及び寄附金事業費等は、産学連携等研究収入及び寄附金収入等によ

り行われる事業経費を計上している。 

注）長期借入金償還金については、変動要素が大きいため、令和４年度の償還見込額により

試算した支出予定額を計上している。 

注）上記算定方法に基づく試算においては、「教育研究政策係数」は１とし、「教育研究組

織調整額」、「一般診療経費調整額」及び「病院収入調整額」については、０として試算

している。また、「政策課題等対応補正額」については、令和５年度以降は令和４年度予

算積算上の金額から「成果を中心とする実績状況に基づく配分」及び「法科大学院公的支

援見直し分」を０として加減算して試算している。 
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２．収支計画  

 

令和４年度～令和９年度 収支計画 

（単位：百万円） 

区分 金額 

 

費用の部 

経常費用 

業務費 

教育研究経費 

診療経費 

受託研究費等 

役員人件費 

教員人件費 

職員人件費 

一般管理費 

財務費用 

雑損 

減価償却費 

臨時損失 

 

収入の部 

経常収益 

運営費交付金収益 

授業料収益 

入学金収益 

検定料収益 

附属病院収益 

受託研究等収益 

寄附金収益 

財務収益 

雑益 

資産見返負債戻入 

臨時利益 

純利益 

総利益 

 

 

１２，３３４ 

１２，３３４ 

１１，３０１ 

３，０２１ 

０ 

４８９ 

２８５ 

３，９６４ 

３，５４２ 

６２５ 

０ 

０ 

４０８ 

０ 

 

１２，３３４ 

１２，３３４ 

７，９７７ 

２，６１１ 

３７６ 

４８ 

０ 

４８９ 

１７１ 

０ 

２５４ 

４０８ 

０ 

０ 

０ 
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注）受託研究費等は、受託事業費、共同研究費及び共同事業費を含む。 

注）受託研究等収益は、受託事業収益、共同研究収益及び共同事業収益を含む。 

 

 

３．資金計画  

 

令和４年度～令和９年度 資金計画 

（単位：百万円） 

区分 金額 

 

資金支出 

業務活動による支出 

投資活動による支出 

財務活動による支出 

次期中期目標期間への繰越金 

 

資金収入 

業務活動による収入 

運営費交付金による収入 

授業料及び入学料検定料による収入 

附属病院収入 

受託研究等収入 

寄附金収入 

その他の収入 

投資活動による収入 

施設費による収入 

その他による収入 

財務活動による収入 

前中期目標期間よりの繰越金 

 

 

１２，７９５ 

１１，９２６ 

６８３ 

０ 

１８６ 

 

１２，７９５ 

１２，０９５ 

８，０８３ 

３，０７８ 

０ 

４８９ 

１９１ 

２５４ 

５１４ 

５１４ 

０ 

０ 

１８６ 

  

注）施設費による収入には、独立行政法人大学改革支援・学位授与機構における施設費交付

事業に係る交付金を含む。 

 

 


